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社会資本整備に係る当面の投資水準 
（「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６（案）」（抜粋）） 

 

第３章 財政健全化への取組 

１．歳出・歳入一体改革 

（４）第Ⅱ期目標の達成に向けて 

② 歳出改革 

ⅱ 各分野における歳出改革の具体的内容 （別紙） 

公共事業関係費 

○ 公共事業関係費については、これまでの削減により、「改革と展望」

（平成１４年１月閣議決定）に示された目安を既に達成した。しかしな

がら、我が国の社会資本の整備水準が上昇する一方、人口減少社会が到

来することに鑑みると、危機的な財政事情の下、歳出・歳入一体改革を

進める中で、今後とも改革を継続し、更なる重点化・効率化を図る必要

がある。 
 

○ このため、公共事業については、景気対策としてではなく、真に必要

な社会資本整備へと転換する必要がある。その中で、今後、廃止・終了

する事業や整備水準の上昇も踏まえた事業分野毎のメリハリ付けを強化

するとともに、あらゆる分野で官民格差等を踏まえたコスト縮減や入札

改革などを進め、重点化・効率化を徹底することにより、これまでの改

革努力（名目対前年度比▲３％）を基本的に継続する。 
 

○ その際、現在実施中のコスト縮減努力（５年間で１５％のコスト縮減）

の継続や今後は廃止・終了する事業の存在などを織り込んだ対応を行う

必要がある。また、今後５年間の幅の中では、これまでのデフレ下の状

況とは異なり、資材価格や賃金等のコスト増が生じうることを考慮する

とともに、改革を継続する中で、国際競争に勝ち抜くためのインフラ整

備、また、国民生活の質的向上や安全・安心の確保につながる社会資本

整備など我が国の将来を見据えつつ各年度の社会資本整備を判断してい

く必要もある。このため、経済成長との関係を勘案したこれまでの実質

の削減率の実績による対応を視野に入れる必要がある。 

ⅲ 歳出改革内容の定期的な見直し（ローリング） 

・上記ⅱの歳出改革の内容を２００７年度からの５年間に計画的に実施

していく必要がある。 

・しかしながら、中期的な経済成長率や税収動向を正確に予見すること

は困難であり、その時々の経済社会情勢に配慮しつつ、基礎的財政収

支の黒字化目標の達成に向けた現実的な対応をとるため、２０１１年

度までに取るべき歳出改革の内容について、毎年度、必要な検証・見

直しを行っていくこととする。 
 

（※）「歳出・歳入一体改革」においては、第Ⅱ期（２００７年度～２０１０年代初頭）を、財政健全化の第一歩である基

礎的財政収支黒字化を達成する期間と位置づけている。 

資料４ 
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２０１１年度までの歳出改革について 

 

 

○ 今回各分野ことにとりまとめた今後５年間の改革方針に基づく削減額は、別

表のとおりである。 

 

○ 経費によっては、とりまとめに示されているように、削減額について、今後

の資材価格や人件費の状況、内外の経済社会情勢等によって、ある程度、幅を

持って考える必要がある。但し、歳出を増加すればその分だけ国民負担が増加

することには、留意しなければならない。 

 

○ なお、災害への対応等現時点で見込み難い経費については、適切に対応する

必要がある。 

 

○ 今回のとりまとめによって、２０１１年度までに基礎的財政収支の黒字化を

達成するために解消すべき要対応額１６．５兆円程度のうち、少なくとも１１．

４兆円以上は、歳出削減によって対応することとなる。 

 

○ 歳出改革では対応しきれない要対応額（２～５兆円）については、歳入改革

によって対応することとなるが、今後の経済社会情勢及び歳出削減の状況等に

よっては、この要対応額が変動する可能性がある。 
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（別表） 

今後５年間の歳出改革の概要（抜粋） 

 

２０１１年度 ２０１１年度 
 ２００６年度 

自然体 改革後の姿 
削減額 備考 

社会保障 ３１．１兆円 ３９．９兆円 ３８．３兆円程度 ▲１．６兆円程度  

人件費 ３０．１兆円 ３５．０兆円 ３２．４兆円程度 ▲２．６兆円程度  

公共投資 １８．８兆円 ２１．７兆円 
１６．１～１７．８ 

兆円程度 
▲５．６～▲３．９兆円程度 

公共事業関係費 

▲３％～▲１％ 

地方単独事業（投資的経費） 

▲３％～▲１％ 

その他 

分野 
２７．３兆円 ３１．６兆円 

２７．１～２８．３ 

兆円程度 
▲４．５～▲３．３兆円程度 

科学技術振興費 

＋１．１％～ 

経済成長の範囲内 

ＯＤＡ  ▲４％～▲２％ 

合計 １０７．３兆円 １２８．２兆円 
１１３．９～１１６．８ 

兆円程度 

▲１４．３～▲１１．４ 

兆円程度 
 

 要対応額：１６．５兆円程度    

（注１）上記金額は、特記なき場合国・地方合計（ＳＮＡベース）。 

（注２）備考欄では、各経費の削減額に相当する国の一般歳出の主な経費の伸率（対前年度比名目年率）等及び地方単独事業

（地財計画ベース）の名目での削減率を示す。 
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歳出・歳入一体改革
２０１１年度までの歳出改革について

４．５

最小限の
削減ケース

最大限の
削減ケース

ＯＤＡ、防衛費
教育費、科学技術
などの削減・抑制

公共事業費
毎年１～３％

削減

社会保障費の
伸びの抑制

公務員の定数削減
・給与引き下げ

２０１１年度の財政の姿

財政再建の
必要額

１６．５兆円

１１１．７兆円１２８．２兆円

歳
出
（国
・
地
方
合
計
）

歳
入
（国
・
地
方
合
計
）

兆円

１１．４兆円

１４．３兆円

２．２

３．３

５．１

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

兆円

歳出改革

歳出改革


